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施策をとりまく環境

近年は、病気の予防を重視した保健医療体系への転
換が図られる一方、母子を取り巻く環境も大きく変化
し、それらに対応する環境づくりが求められています。
また、総合病院としての中核を成す公的病院である伊
達赤十字病院の産科や小児科医をはじめとする医師不
足の解消を図るためにも、常勤勤務医の確保が不可欠
であり、安定的な医療体制の充実が求められておりま
す。

施策の目標

市民が健康づくりを積極的に進め、自己管理に取り
組むことができる支援体制を進めるとともに、育児不
安や母子保健に取り組むための支援体制の充実を図り
ます。また、厳しい状況にある地域医療体制について
は、広域連携により推進します。

保健サービス体制の整備

●基本事業の内容

一次予防※に重点を置いた健康づくりの推進と疾病
の予防対策、子育て支援等を中心とした保健事業を進
め、中核医療機関である伊達赤十字病院の機能充実を
支援するとともに、救急医療確保のため体制整備を進
めます。

市民による健康づくりの推進

●基本事業の内容

市民自らが、健康への自覚を高めて、自ら健康管理
に取り組み、心身ともに健康で人生に充実感を感じる
「健康寿命※」を延ばす取組を進めるとともに、健康づ
くりやボランティア活動に参加しやすい環境を整備
し、地域活動を支える健康ボランティアなどの地区組
織づくりを進めます。

食育事業の推進

●基本事業の内容

子どもの健やかな心身の発達を促し、乳幼児期から
生きるための基本である「食を営む力」を育てるため
に関係機関、団体と連携し子どもが「豊かな食の体験」
を積み重ねるとともに、全市民を対象とした食育事業
の充実を図り、生涯を健康で質の高い生活を送ること
ができる環境づくりを進めます。

基本事業 020101

s重点「生きがい」基本事業 020102
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市民とともに進める健康の保持増進施策 0201

s重点「食」基本事業 020103

●一次予防

疾病の発生そのものを予防することを指します。
●健康寿命

人生の中で健康で自立した日常生活ができる期間（支援や介護を
要しない期間）を言います。

用 語 解 説
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施策をとりまく環境

少子高齢化や核家族化の進行、生活様式の変化など
から、ひとり暮らしの高齢者や障がい者等を地域で支
え合う方策が求められています。福祉への理解と思い
やりの心を育み、ノーマライゼーション※の普及と地
域における各種福祉施設や安心して生活できるバリア
フリー※のまちづくりの整備が必要とされています。

施策の目標

地域福祉の重要な役割を担う社会福祉協議会や福祉
ボランティアなどとの協働により地域で支え合う仕組
みづくりを整え、住み慣れた地域で安心して生活でき
るまちづくりをめざします。

地域福祉活動の促進

●基本事業の内容

ひとり暮らしの高齢者や障がい者等を自治会や隣同
士で助け合えるよう、社会福祉協議会の機能充実に努
めるとともに、福祉ボランティアの育成を図ります。
また、民生委員・児童委員の地域活動促進をめざし、
各関係機関との連携強化に努めます。

福祉施設の充実整備

●基本事業の内容

既存の福祉施設が、地域におけるふれあい活動の場
として有効に活用されるように整備を進め、施設の充
実を図ります。

アイヌ福祉対策の推進

●基本事業の内容

「アイヌ文化振興法」に基づき、居住環境の整備を
支援するとともに、各種制度についての周知を図りま
す。また、伝承文化の継承を支援するなど、アイヌの
人々の民族としての誇りが尊重される社会の実現をめ
ざします。

基本事業 020201

基本事業 020202
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地域福祉の推進施策 0202

基本事業 020203020203

●ノーマライゼーション

障がいのある人もない人も、お互いが特別に区別されることなく、
社会生活を共にするのが正常なことであり、本来の望ましい姿で
あるとする考え方。また、それに向けた運動や施策なども含まれ
ます。
●バリアフリー

高齢者や障がい者の諸活動を妨げる物理的な障壁（バリア）が
なく、動きやすい環境のこと。また、諸制度や情報面の障壁など、
障がいのある人を取り巻く生活全般に関連する障壁を取り除くこ
とを言います。

用 語 解 説
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施策をとりまく環境

少子化や核家族化の進行、女性の社会進出、さらに
は地域における人とのつながりが希薄になるととも
に、家庭での養育機能の低下や子ども同士の遊びの機
会が減少し、育児の孤立化や悩みを持つ母親等が増え
ています。子どもが犠牲となる犯罪や虐待なども増え
ており安心、安全に過ごせる場の提供が求められてい
ます。

施策の目標

家庭での子育ての大切さや社会が子育てを支援する
意識を啓発し、子どもたちが健やかに育ち、安心して
産み育てることができる環境づくりを計画的に推進す
るとともに、育児支援や相談指導体制の充実を図りま
す。

子育て支援体制の充実

●基本事業の内容

子育て支援を行う拠点施設の整備を進めるととも
に、子育て中の人が気軽に集まることのできる場所を
確保し、子育て経験者と協働するなどして子育て支援
事業の充実を図り、児童虐待などを未然に防ぐことが
できるよう努めます。

保育サービスの充実

●基本事業の内容

女性の社会進出の増加に伴い、多様化する保育ニー
ズに対応するため、延長保育や休日保育、一時保育等
の充実と民間活用による保育の効率化に努め、子育て
家庭における仕事と育児の両立を支援します。

放課後児童クラブ※の充実

●基本事業の内容

共働き家庭など留守家庭の児童に対し、放課後等に
おける適切な遊びや生活の場を確保するなど環境整備
を進め、児童クラブの充実を図ります。

児童厚生・福祉施設の充実

●基本事業の内容

健全な遊び場と安全・安心な子どもたちの活動拠点
の整備として、児童館の環境整備に努めます。

ひとり親家庭支援体制の充実

●基本事業の内容

ひとり親家庭などの経済的自立を支援するため、関
係部署、関係機関と連携した相談体制を構築するとと
もに、母子・寡婦福祉資金等、諸制度の周知と活用の
促進を図ります。

基本事業 020301

基本事業 020302
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児童・ひとり親家庭の福祉の充実施策 0203

基本事業 020303

基本事業 020304

基本事業 020305

●放課後児童クラブ

仕事などで昼間保護者のいない子どもたち（小学校に就学してい
るおおむね１０歳未満の児童）を対象に空き教室や集会所などで
放課後に適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を
図る事業です。

用 語 解 説
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施策をとりまく環境

障がいの重度・重複化、障がい者の自立や社会参加
意欲の高まりなどから、障がい者が年齢や障がいの種
別に関わりなく、身近に必要なサービスを受けながら
安心して暮らせるまちづくりが求められています。

施策の目標

障がいのある人もない人も互いに支え合い、地域で
生き生きと明るく豊かに暮らしていける社会をめざす
「ノーマライゼーション※」の考え方を基本に、地域の
中で自立し、生きがいを持ちながら安心して生活でき
るまちづくりをめざします。

共に支え合うまちづくり

●基本事業の内容

障がい者が安心して暮らせるよう、地域の福祉・医
療・教育・就労等のサービスを有効に活用できるまち
づくりをめざします。

自立への支援と社会参加の促進

●基本事業の内容

障がい者が自立をめざす自覚を持ち、地域社会のあ
らゆる活動に積極的に参加し、生きがいを持って暮ら
すことができるよう、また、障がいのある人もない人
も互いを理解し合い、市民のひとりとして社会参加で
きるまちづくりをめざします。

お互いを尊重し合えるまちづくり

●基本事業の内容

障がいのある人もない人も市民としてお互いを支え
合い尊重しながら安心して楽しく暮らすことのできる
まちづくりの推進を図ります。

基本事業 020401

s重点「生きがい」基本事業 020402
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障がい者の自立と社会参加施策 0204

基本事業 020403

●ノーマライゼーション

障がいのある人もない人も、お互いが特別に区別されることなく、
社会生活を共にするのが正常なことであり、本来の望ましい姿で
あるとする考え方。また、それに向けた運動や施策なども含まれ
ます。

用 語 解 説
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施策をとりまく環境

伊達市における生活保護の受給状況は、高齢者世帯
が半数を超えており、今後も高齢化が進むことが予測
されます。また、新たに生活保護が開始される件数も
増加傾向にある一方、受給期間が10年を超えている世
帯が半数以上となっていることから、自立に向けた支
援策を講ずることが求められています。

施策の目標

生活保護世帯の自立を妨げる要因に基づき、自立支
援の具体的な内容や実施手順により支援策を個別に講
じ、被保護者に必要な支援を行うことで、生活自立に
向けたまちづくりをめざします。

自立自助の促進

●基本事業の内容

生活保護は経済的支援から自立を支援する制度に転
換し、就労支援や日常生活支援など、ハローワーク※

や民生委員・児童委員などの関係機関と密接な連携に
より、被保護者の状況に応じた自立支援を図ります。

基本事業 020501

Ⅲ
基
本
計
画

0
2
0
5
-
0
1

生活自立への福祉施策 0205

［P37］
●認知症

正常であった脳がいろいろな原因で細胞が死んでしまったり、働き
が悪くなったために、さまざまな障害が起こり、生活する上で支障が
出てしまう病気です。具体的には、「物忘れ」や「判断力の低下」な
どが起こり、他の人とコミュニケーションがとりにくくなったり、周りの
状況に合わせた行動がとれなくなったりします。
●地域サポーター

本来は地域コミュニティ活動を支えていく人、全てを指しますが、こ
こでは特に、閉じこもりがちな高齢者などを支える地域活動に意欲
的に参加する高齢者を指します。
●介護支援専門員

介護が必要な人が適切なサービスを利用できるように支援する専
門職で、ケアマネジャーとも言います。利用者やその家族の相談に
応じたり、市や居宅サービス事業所、介護保健施設などとの連絡
調整、介護サービス計画の作成などを行います。
●地域包括支援センター

介護保険法により定められた、地域住民の保健・福祉・医療の向
上、虐待防止、介護予防マネジメントなどを総合的に行う機関です。

用 語 解 説

［P36］
●ハローワーク

公共職業安定所の愛称。厚生労働省が設置する職業安定法に
基づく国民に安定した雇用機会を確保することを目的とした行政機
関です。

用 語 解 説
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施策をとりまく環境

伊達市の高齢化は、全国・北海道平均を大幅に上回
る勢いで進行しており、核家族化などにより家庭での
介護力が低下し地域で支え合う環境づくりが求められ
ています。いつまでも元気で生活するための介護予防
や認知症※予防などを働きかけ、住み慣れた地域で安
心して暮らすことのできるまちづくりが必要とされて
います。

施策の目標

必要なときに必要なサービスが利用でき、保健・医
療・福祉の一層の連携により、介護予防を柱とした施
策を推進し、住み慣れた地域で支え合うネットワーク
づくりや高齢者の生きがいづくりを推進するまちづく
りをめざします。

高齢者の生きがいづくりの推進

●基本事業の内容

高齢者が生きがいを持ちつつ健康で豊かな高齢期を
過ごすために、就労、ボランティア、生涯学習、生涯
スポーツなどを通じ、地域社会に積極的に参加ができ
るように支援します。また、身体的・精神的な要因や
環境の変化などさまざまな要因によって交流等が少な
くなっている高齢者には、より身近な地域でのふれあ
い・交流の場を提供できる取組を進め、元気な高齢者
等をその中での地域サポーター※として育成支援します。

高齢者支援体制の整備

●基本事業の内容

高齢者が安心して暮らせる地域社会をつくるために
は、支援が必要な高齢者を地域で支え合うことが必要
なことから、市民の共助の高揚を図るとともに、支え
合う地域のネットワークづくりを進めます。

地域包括支援体制の充実

●基本事業の内容

高齢者が抱える問題に適切に対応するため、総合相
談支援体制の充実や介護支援専門員※のネットワーク
化を図るなど、地域包括支援センター※体制の充実を
図ります。

認知症高齢者及び介護家族への支援

●基本事業の内容

認知症高齢者やその介護者が安心して生活できるよ
う、認知症高齢者に対する正しい知識の普及や、見守
りサポーターの養成により支え合う活動を実施する一
方、介護している家族への助言や相談業務を積極的に
進めます。

生活支援サービスの充実

●基本事業の内容

高齢者の自立した在宅生活の維持向上のため、介護
予防の普及啓発、地域サポーターの育成や各種サービ
ス事業の充実を図るとともに、関係機関との連携のも
と家族介護者に対する支援を行います。

Ⅲ
基
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高齢者福祉の充実施策 0206

［参考データ］

高齢者人口・ひとり暮らし高齢者数・高齢化率の推移

※高齢者人口及び伊達市の高齢化率は各年10月１日現在。
うちひとり暮らし高齢者数は各年12月31日現在。
北海道､全国の高齢化率は「総務省統計局（各年10月１日確定値）」による。

s重点「生きがい」基本事業 020602

基本事業 020603
区分

高齢者人口

うちひとり暮らし

伊達市

北海道

全　国

高
齢
化
率

平成15年度

8,935人

1,044人

24.7％

20.3％

19.0％

平成16年度

9,228人

1,138人

25.5％

20.8％

19.5％

平成17年度

9,393人

1,193人

26.0％

21.4％

20.1％

平成18年度

10,129人

1,266人

26.9％

22.2％

20.8％

平成19年度

10,348人

1,299人

27.6％

22.9％

21.5％

s重点「生きがい」基本事業 020601

基本事業 020604

基本事業 020605
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施策をとりまく環境

介護保険制度は、介護給付費の増大とそれに伴う介
護保険料の負担の増大も相まって、予防重視型システ
ムへの転換が必要です。このため、介護を必要としな
い元気な高齢者づくりに向けて介護予防事業を推進す
るとともに、介護度の上昇を防ぎ、給付の適正化と介
護保険制度の円滑な運営を行っていく必要がありま
す。

施策の目標

高齢者が、介護を必要としない自立した生活が送れ
るような介護予防事業に重点を置く一方、要介護状態
や要支援状態になった高齢者に対し、総合的なサービ
スの提供ができるまちづくりをめざします。

介護保険事業の推進

●基本事業の内容

公平・公正の観点から要介護認定を行い、介護給付
費の適正化に取り組むとともに、被保険者の所得状況
に応じ、適正な負担となるよう取組を進めます。

介護予防事業の推進

●基本事業の内容

介護を必要としない元気な高齢者づくりに向けて、
各種介護予防事業を実施するとともに、地域包括支援
センター※を核として包括的支援事業の推進を図りま
す。

基本事業 020701

基本事業 020702
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介護保険制度の円滑な運営施策 0207

●地域包括支援センター→P36用 語 解 説
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施策をとりまく環境

伊達市の雇用環境は依然厳しく、若年者はもとより
女性や高齢者の地元雇用に大きな影響を与えていま
す。このため、新たな雇用創出による就業機会の拡充
と安心して働ける環境づくりが極めて重要な課題とな
っています。

施策の目標

地元雇用の場の確保を図るため、新たな雇用創出を
図るとともに勤労者のための各種福祉施策の充実を図
るなど、生活基盤の安定に努めます。

雇用環境の改善

●基本事業の内容

雇用環境の厳しい情勢を踏まえ、ハローワーク※な
ど関係機関との連携による雇用機会の拡充、職業能力
の開発、労働条件の改善、障がい者・高齢者雇用の促
進により、雇用環境の改善を図ります。

勤労者福祉の充実

●基本事業の内容

勤労者生活の安定・向上を図るため、雇用開発協会
の各種施策のＰＲと活用を促進するとともに、退職後
の生活安定を図るため公的共済制度の加入事業所の拡
大や市の勤労者生活資金を活用し勤労者福祉の充実を
図ります。

基本事業 020801

基本事業 020802

勤労者生活の安定と向上施策 0208

●ハローワーク→P36用 語 解 説
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02
政策

………福祉・市民生活

施策をとりまく環境

新たな商品やサービスの登場で消費者の選択肢が広
がり、消費生活は豊かで利便性の高いものになりまし
たが、大量消費・大量廃棄に伴う環境問題や寡占化に
よる店舗の撤退など、新たな問題が発生する一方、悪
徳商法等による消費者トラブルも多様化・多発化する
など、大きく変化しています。

施策の目標

消費生活の安定向上のため、消費者意識の啓発や消
費者相談機能などの充実により、消費者が正しい知識
をもって安全で安心して消費生活を送ることができる
まちづくりをめざします。

消費者意識の向上

●基本事業の内容

消費生活展等の開催や消費生活情報の収集・提供に
より消費者意識の啓発と学習機会の拡充を図るととも
に、消費者協会や消費者グループの学習等への指導に
より、消費者団体の育成を進めます。

消費生活の安定

●基本事業の内容

多様化・複雑化する消費者問題へ迅速かつ適切に対
応するため、消費生活相談体制の充実を図るとともに、
生活必需品の価格動向に関する情報収集と提供を進め
ます。

基本事業 020901

基本事業 020902
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消費生活の安定と向上施策 0209
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02
政策

………福祉・市民生活

施策をとりまく環境

心豊かな地域社会を築くためには、地域におけるコ
ミュニティ※の充実が不可欠ですが、ライフスタイル
の多様化などにより地域連携の希薄化が進んでいま
す。このことから自治会をはじめ広範な市民団体と緊
密な連携を図りながら互いにアイディアを出し合い、
地域コミュニティの再生を図ることが求められていま
す。

施策の目標

心豊かな地域社会を築くため、自主自立の意識の高
揚と地域課題などに取り組む団体・組織の発掘や人材
育成を図るとともに、組織間の連携を促進し地域活動
の活性化に努めます。

コミュニティ意識の高揚

●基本事業の内容

市民の相互理解と連帯感を深めるために、自主自立
の意識の高揚と啓発に努めるとともに、自治会などの
組織の役割を再認識しコミュニティ組織間の連帯や充
実強化を進めます。

コミュニティ活動の促進

●基本事業の内容

自治会をはじめ、各種コミュニティ組織の活動を充
実させるため、拠点となる施設の整備を進めます。

基本事業 021001

基本事業 021002

コミュニティ活動の充実施策 0210

●コミュニティ

自治会のような地縁型の共同体や、地域での共同活動、暮らしを
支える結びつきを言います。

用 語 解 説
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02
政策

………福祉・市民生活

施策をとりまく環境

近年災害は複雑多様化してきており、社会の安全性
に対する要求はさらに高まっています。このため、迅
速な消防活動や高度な救急救助体制が求められるほ
か、防火思想の普及啓発による市民との連携が求めら
れます。また、消防の広域化をはじめとする諸課題や
災害の大規模化に対しては、広域的な連携を深めてい
く必要があります。

施策の目標

消防・救急救助体制の近代化・高度化や消防施設設
備の充実強化を図るとともに、市民の防火意識の高揚
や火災予防活動の充実に努めて安心・安全なまちづく
りをめざします。

火災予防対策の推進

●基本事業の内容

自主防火管理体制の強化と義務づけられた住宅用火
災警報器設置※を促進するとともに、マスコミや防火
管理者連絡協議会などを通じて防火思想の普及啓発に
努めます。

救急救助体制の強化

●基本事業の内容

高度な救命処置と多種多様な救助活動が要求される
現在、消防職員の知識、技術の向上を図るとともに、
これらに対応することができる資機材の整備充実を図
ります。

消防体制の整備・充実

●基本事業の内容

消防の広域化に呼応して近隣市と具体的な協議を進
めるほか、消防救急無線のデジタル化※に伴う広域
化・共同化、消防指令業務の共同運用についても関係
市町と協議するなど、広域的な連携を進めて消防体制
の拡充強化に努めます。また、消防水利の充実や消防
車両の更新、資機材の整備を図るほか、災害情報を伝
達するためサイレン設備の整備を進めるなど消防力の
充実を図ります。

基本事業 021101

基本事業 021103

基本事業 021102
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安心・安全に暮らせる消防・救急体制の強化施策 0211

●住宅用火災警報器設置

消防法の改正により、新築住宅については、平成１８年６月１日に火
災警報器の設置が義務付けられています。既存住宅についても、
各市区町村の条例によって平成２３年までの間に順次義務付け
がされています。
●消防救急無線のデジタル化

消防救急無線は、これまでアナログ通信方式により運用が行わ
れていますが、平成１５年１０月の「電波法関係審査基準の一部改
正」により、アナログ周波数の使用期限が平成２８年５月末までと
なり、このため消防救急無線においてもデジタル化が必要とされ
ています。このデジタル化によって、これまで音声主体の通信か
らデータの伝送など高度な利用が可能となります。

用 語 解 説
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02
政策

………福祉・市民生活

施策をとりまく環境

交通事故は減少傾向にはあるものの依然として後を
絶たないことから、安全教育や安全運転の充実・強化、
道路・歩道の改良整備、防護柵など安全施設の整備が
求められています。また、近年の犯罪は低年齢化をは
じめ多様化・複雑化していることから、市民や関係団
体との連携を一層緊密にし解決策を見出すことが必要
です。

施策の目標

道路整備や交通安全施設の設置を進める一方、交通
安全運動や教育を通じ交通安全意識の高揚を図り、交
通事故の撲滅に努めます。
また、安心・安全なまちづくりをめざす関係機関・

団体との連携を密にし自主的な地域防犯活動を展開す
るなどして、安全で明るいまちづくりをめざします。

交通安全意識の高揚

●基本事業の内容

子どもや高齢者、障がい者に重点を置いた交通安全
教室の実施をはじめ、あらゆる機会や場所を利用して
交通安全思想の普及に努め、市民総ぐるみの交通安全
運動を進めます。

交通環境の整備

●基本事業の内容

道路・歩道の改良整備はもとより、防護柵・カーブ
ミラー、標識・照明など交通安全施設の整備を進める
とともに、交通事故多発箇所などの実態把握に努め、
関係機関と一体となった安全対策を進めます。

防犯・暴力追放対策の推進

●基本事業の内容

自治会や青少年健全育成関係機関・団体との連携に
よる「子どもの安全」対策の促進をはじめ、防犯協会
や暴力追放運動推進協議会などの組織強化や活動の促
進に努め、地域における防犯意識・暴力追放意識の高
揚を図ります。
また、夜間の犯罪防止のため、防犯灯や道路照明の

整備を進めます。

基本事業 021201

基本事業 021202

安全な暮らしの確保施策 0212

基本事業 021203
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02
政策

………福祉・市民生活

施策をとりまく環境

伊達市は、豊かな自然に恵まれていますが、有珠山
をはじめ多くの傾斜地、河川、海岸沿いや河川沿いの
低平地など自然災害の要因となるものも多く有してい
ます。このため、地域住民の安全確保と災害を未然に
防ぐ対策が必要なほか、高齢者や障がい者にも十分配
慮した防災体制づくりが求められています。

施策の目標

災害から市民の生命と財産を守り、安全で安心して
暮らせる地域社会をつくるため、災害を未然に防止す
る対策を進めるとともに、防災に対する市民意識の啓
発を進め、災害発生時に的確・迅速に対応できる体制
の整備を図ります。

防災対策と未然防止対策の促進

●基本事業の内容

伊達市地域防災計画をはじめ各種防災計画の推進に
努めるとともに、災害を未然に防ぐため、治山対策、
治水対策、海岸保全対策等を促進します。

防災体制の充実と基盤整備

●基本事業の内容

避難道路などの交通ネットワークの整備、公園など
の防災施設、避難誘導設備などの整備を進める一方、
防災情報システム※の整備に努めます。また、自治会
等を核とした自主防災組織の結成を促進するなど、地
域防災力の充実を図ります。

基本事業 021301

基本事業 021302
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防災体制の充実と地域防災力の向上施策 0213

●防災情報システム

インターネット上において、地震や風水害、火山噴火等の災害によ
り避難された方の安否情報や災害救援ボランティアの情報などを
発信・確認できる仕組みのことを指します。

用 語 解 説




